


















  1） 　「「法学部」はどこへ向かうか？」論究ジュリスト No.31（2019）巻頭言より。




























福岡東署」（2018年 9月 16日記事）https://www.nishinippon.co.jp/item/n/450029/ 
  3） 　NHK「事件の涙シリーズ」「そして、研究棟の一室で〜九州大学　ある “研究者 ”




































士課程在籍者数は 3,720人であったが 2010年には 2,253人と 4割近く減少し





名で留学生が 6名、博士課程は 8名で 5名が留学生となっている。在籍者全








に 1172点の論文記事が刊行されていた。ところが 10年後の 2018年はこれ
























があった。すなわち、憲法 8校（10.8％）、行政法 29校（39.2％）、民法 29














教育」法律時報 91巻 9号（2019）76頁、特に 92頁参照。
  6） 　中央教育審議会大学分科会法科大学院特別委員会「法科大学院教育の質の向上のた
めの改善方策について（報告）」（2009年 4月 17日）21頁参照。http://www.mext.go.jp/
component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2009/04/20/1261059_1_1.pdf 





























  8） 　前掲注 6、報告書 24頁。
  9） 　吉村良一「コロキウム＝ロースクール設置後の研究者養成の現状と課題　趣旨説明
および課題提示」法の科学 41号 84頁（2010）。





























11） 　米倉明「法科大学院雑記帳（その 33）」戸籍時報 620号 56頁（2007）。




























































































16） 　吉村良一「研究者養成システムの危機と再生の方向」法の科学 43号 107頁（2012）。






























19） 　例えば、博士課程１年次（DC1）採用の内、社会科学分野は 2015年 85名（法学は
8名）から 2019年 71名（法学は 6名）と、むしろ減少傾向にある。https://www.jsps.
go.jp/j-pd/pd_saiyoichiran.html 参照。
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校存在し、合計で 127校に上っている。それらの学部において法学教育に当
たる教員数は数千名存在するとみられる。そうしたスタッフ教員をどのよう
に供給するかについての展望は、この提案には含まれていない。加えて、司
法試験の受験科目となっていない、あるいは受験科目となっていても人気の
ない法分野についての研究者養成についての視点も抜け落ちている。
　そうすると今後、日本の法学系研究者養成は二極化することになると予想
される。一つは上述の法科大学院を基点とした研究者養成で、このコースで
は少数の、しかし各分野を主導するような有力な研究者が育成されるだろ
う。このルートの若手研究者は、法科大学院修了後に直に助教に採用される
か、あるいは博士課程を経て教職ポストに就くことになる。もう一つは、法
科大学院経由ではなく、修士課程・博士課程を経て法科大学院以外の法学系
教員に就くというコースである（従来型・法学研究科中心型）。数的に見れ
ば、法学系学部スタッフのポストは後者のタイプで占められるだろう。
　松宮孝明（立命館大学教授）は、第一のタイプに対して二つの危険性を指
摘している。すなわち松宮は、司法試験合格の能力と研究者として新たな知
見を発見する能力は明らかに異なるとして、この方式を取った場合には、①
司法試験には向いているが研究者に向いていない人物を適性のない道に誘い
込むリスク、②司法試験には向いていないが研究者には向いている人物を適
性のある道から排除するリスクが生まれるという 20）。本稿で指摘した、比較
法研究経験の不足や実務に対する批判的視点の欠如といった教育プログラム
の変化に伴う研究者養成上の問題に加えて、こうしたキャリアパス上のリス
クは、今後のわが国の法学研究者の大幅な質的変化を招くことになると危惧
される。
　このように、わが国では、「はじめに」で指摘した法学系研究者養成に関
する質的変化の問題にも量的変化の問題にも国として十分な対応が出来てい
20） 　松宮孝明「ロー・スクール時代における刑事法教育と研究者養成」犯罪と刑罰第 24
号 69頁（2015）特に 78頁以下参照。
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るとは言い難い。冒頭に紹介された九州大学元博士課程の院生をめぐる悲劇
的な事態から若い研究者を救い出す手立てを、この国は十分に検討できてい
ないのである。各大学の自助努力と本人の努力や運に委ねられるだけでは、
日本の法学研究の未来は決して明るいものではない。
　こうした暗い予測を打開するためには、①大学院奨学金への教育免除職制
度の復活、②法科大学院教育における理論教育の重視、といった国家レベル
の政策変更と、法科大学院教育の質的変化という大きな課題を乗り越える必
要がある。しかし、①については、法学系に限らず、わが国における研究教
育者養成の見直しというスケールの大きな課題となってくるだろうし、②に
ついては、法科大学院教育の前提となる司法試験問題の内容が判例重視から
理論的検討重視への移行が前提となるであろうから、やはり短期的には変化
や解決を見いだしがたいことを否定できない。法学研究者養成のこれからに
明るい展望を見出すことは困難と言わざるを得ない。
　こうした困難を除去できないとすると、冒頭引用した山下の予測にも繋が
ることとなる。すなわち、法学部自体が徐々に法学専門教育から教養学部的
な学部に変容していくという予測である。既に法科大学院の存続を断念した
地方国立大学では法学専門の学部学科を維持することができず、融合学部や
融合学科という形で法学系教員を抱えている例が見られる 21）。こうした融合
化現象が、全国の法学部に起こりうる可能性は小さくない。法科大学院制度
が何らかの形で今後存続するとしても、長期的に考えると未来の法学部の教
員スタッフは徐々に変質を余儀なくされ、教育・研究内容も異なったものと
なっていかざるを得なくなるであろう 22）。
（了）
21） 　例えば、法科大学院撤退後、鹿児島大学の場合は法文学部法経社会学科に法学コー
スを置き、島根大学の場合は法文学部法経学科へと改編した。いずれも法科大学以前
よりも法学の学習者は規模的に縮小しており、経済学などとの融合学科となっている。
22） 　現在、法科大学院を持たない大学学部で「法曹コース」を設置して法科大学院への
進学のルートを確保しようとする動きがあるが、法科大学院受験者の増加に多少の効
果は見られるとしても、ここで述べた変化を食い止めることは難しいように思われる。
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【付記】
　本稿は、2019年 10月 24日に韓国・全北大学ロースクールにおいて開催
された国際ワークショップ「韓国・米国・中国・日本における法学系研究者
養成」における拙報告を論文調に改め、補筆、注を付したものである。招聘
頂いた全北大学の金台明教授並びに当日通訳の労を取っていただいた金赫准
教授（釜慶大学）に御礼申し上げる次第である。また、お名前を出すことは
出来ないが、本稿執筆に当たってご協力頂いた元・現法科大学院生や元・現
法学研究科院生の方々に心から感謝したい。
